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判明者数 否定数 判定不能数

1 北海道 304 56 233 15 13

2 青森県 52 25 27 0 2

3 岩手県 68 28 40 0 3

4 宮城県 43 20 23 0 1

5 秋田県 32 11 21 0 2

6 山形県 54 15 38 1 4

7 福島県 56 21 34 1 5

8 茨城県 61 26 35 0 2

9 栃木県 37 16 21 0 1

10 群馬県 36 17 18 1 1

11 埼玉県 121 52 68 1 7

12 千葉県 131 51 79 1 9

13 東京都 220 85 132 3 10

14 神奈川県 143 43 99 1 7

15 新潟県 60 18 40 2 6

16 富山県 31 14 17 0 2

17 石川県 26 10 16 0 4

18 福井県 21 6 12 3 2

19 山梨県 26 12 14 0 4

20 長野県 67 28 39 0 2

21 岐阜県 54 17 37 0 1

22 静岡県 72 35 35 2 4

23 愛知県 90 41 47 2 6

24 三重県 33 13 19 1 6

25 滋賀県 24 7 16 1 0

26 京都府 49 12 36 1 3

27 大阪府 113 50 57 6 2

28 兵庫県 83 34 47 2 2

29 奈良県 39 17 21 1 1

30 和歌山県 32 19 13 0 4

31 鳥取県 16 6 9 1 0

32 島根県 42 18 24 0 2

33 岡山県 52 20 32 0 2

34 広島県 139 69 69 1 6

35 山口県 45 30 14 1 3

36 徳島県 16 6 10 0 1

37 香川県 18 5 11 2 1

38 愛媛県 54 20 34 0 1

39 高知県 43 16 27 0 1

40 福岡県 102 50 52 0 5

41 佐賀県 24 5 19 0 3

42 長崎県 29 11 18 0 2

43 熊本県 36 22 14 0 2

44 大分県 34 9 25 0 4

45 宮崎県 29 20 9 0 2

46 鹿児島県 49 25 24 0 5

47 沖縄県 161 4 153 4 19

99 日本国外 1 1 0 0 0

3,068 1,136 1,878 54 175

注２：鑑定待者数は、申請があり検体提供があった者

第17　都道府県別ＤＮＡ鑑定結果
平成31年1月末現在

計
注１：上記の件数はいずれも申請者の居住地都道府県別の数である。（判明数も遺骨の伝達件数ではない）

№ 都道府県 鑑定結果数
内訳

鑑定待者数 備考
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№ 都道府県名 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 合　計

1 北海道 4 3 3 1 3 14

2 青　森 1 1 2

3 岩　手 1 3 4

4 宮　城 4 1 2 7

5 秋　田 2 1 3

6 山　形 1 1

7 福　島 1 2 3

8 茨　城 2 4 2 8

9 栃　木 1 1 2

10 群　馬 1 1 1 3

11 埼　玉 3 2 5 1 11

12 千　葉 2 2 3 7

13 東　京 7 3 7 4 21

14 神奈川 3 1 3 2 5 14

15 新　潟 1 2 1 1 5

16 富　山 1 2 3

17 石　川 1 1 2

18 福　井 1 1 2

19 山　梨 2 2

20 長　野 1 2 3 1 7

21 岐　阜 1 1 1 3

22 静　岡 1 3 4

23 愛　知 1 2 1 1 1 6

24 三　重 0

25 滋　賀 1 1

26 京　都 1 1 2

27 大　阪 5 2 1 8

28 兵　庫 1 2 1 4

29 奈　良 2 1 3

30 和歌山 1 1

31 鳥　取 1 1 2

32 島　根 0

33 岡　山 1 1 1 3

34 広　島 4 2 2 3 11

35 山　口 1 1

36 徳　島 1 1

37 香　川 1 1

38 愛　媛 2 1 3

39 高　知 2 1 2 1 1 7

40 福　岡 5 3 2 1 11

41 佐　賀 0

42 長　崎 1 1 2

43 熊　本 2 1 1 2 6

44 大　分 1 2 3

45 宮　崎 2 2 1 5

46 鹿児島 1 1

47 沖　縄 1 1

99 日本国外 0

68 41 41 20 41 211

注３：上記の件数はいずれも受領遺族の居住地都道府県別の数である。

第18　戦没者遺骨の伝達実績（都道府県別過去５ヵ年）

平成31年1月末現在

計

注２：年度別の伝達実績数であり、判明数ではない。
注１： 国費によるＤＮＡ鑑定により判明した伝達数である。
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概ね良好 やや不良 不良 不明
概ね

管理良好
やや

管理不良
管理不良 不明

1 北海道 246 179 38 12 17 196 1 13 36
2 青森県 194 167 4 3 20 155 0 15 24
3 岩手県 329 329 0 0 0 302 16 0 11
4 宮城県 376 340 12 11 13 355 3 10 8
5 秋田県 476 404 7 14 51 388 0 22 66
6 山形県 387 341 11 6 29 345 0 4 38
7 福島県 523 479 13 31 0 463 0 59 1
8 茨城県 364 304 20 9 31 313 8 14 29
9 栃木県 184 178 5 1 0 172 1 0 11
10 群馬県 308 258 9 0 41 224 0 4 80
11 埼玉県 525 459 8 5 53 395 2 3 125
12 千葉県 473 364 16 16 77 354 1 12 106
13 東京都 322 167 5 2 148 173 0 3 146
14 神奈川県 300 267 1 3 29 173 0 0 127
15 新潟県 485 410 17 4 54 372 4 8 101
16 富山県 331 304 15 4 8 313 3 2 13
17 石川県 367 271 6 1 89 332 5 0 30
18 福井県 264 236 24 0 4 253 1 0 10
19 山梨県 216 194 3 5 14 192 0 2 22
20 長野県 264 245 4 0 15 222 1 4 37
21 岐阜県 481 458 14 5 4 356 0 3 122
22 静岡県 844 642 13 10 179 602 28 13 201
23 愛知県 700 629 10 6 55 599 8 9 84
24 三重県 772 591 25 5 151 591 4 4 173
25 滋賀県 446 445 0 0 1 445 0 0 1
26 京都府 331 311 7 1 12 309 6 5 11
27 大阪府 277 230 9 4 34 230 10 3 34
28 兵庫県 485 375 24 2 84 393 5 6 81
29 奈良県 214 208 5 1 0 190 4 0 20
30 和歌山県 195 162 1 1 31 154 2 0 39
31 鳥取県 113 95 11 1 6 100 2 0 11
32 島根県 346 292 2 1 51 274 1 6 65
33 岡山県 319 268 8 5 38 261 6 0 52
34 広島県 410 390 10 8 2 321 0 9 80
35 山口県 225 213 0 6 6 220 0 1 4
36 徳島県 110 93 16 0 1 107 1 0 2
37 香川県 370 336 13 5 16 328 7 4 31
38 愛媛県 312 289 13 0 10 299 1 2 10
39 高知県 188 149 37 0 2 182 1 2 3
40 福岡県 401 324 17 1 59 319 5 3 74
41 佐賀県 314 278 10 3 23 289 0 0 25
42 長崎県 190 189 0 1 0 190 0 0 0
43 熊本県 217 166 34 8 9 195 5 8 9
44 大分県 152 132 10 6 4 138 7 3 4
45 宮崎県 157 152 0 4 1 148 0 1 8
46 鹿児島県 267 249 3 6 9 250 0 8 9
47 沖縄県 321 143 16 0 162 157 0 2 162

16,091 13,705 526 217 1,643 13,339 149 267 2,336

（注）本件数については、平成３０年１０月１９日付け社援事発１０１９第１号「国内民間建立慰霊碑の状況調査について(依頼）」
　　による状況調査（平成３０年１０月～１２月にかけて実施）の結果を集計したものである。

慰霊碑の数
慰霊碑の管理状況 慰霊碑の敷地の管理状況

第19　国内における民間建立戦没者慰霊碑の管理状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３１年３月
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１　基本年額
公務傷病 勤務関連傷病

現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額
第１項症の年金額に 第１項症の年金額に

4,006,100円 同額予定 3,054,100円 同額予定
以内の額を加えた額 以内の額を加えた額

円 円 円 円
5,723,000 4,363,000
4,769,000 3,639,000
3,927,000 同額予定 3,007,500 同額予定
3,108,000 2,383,900
2,514,000 1,938,700
2,033,000 1,571,100
1,853,000 1,428,200
1,686,000 1,299,800
1,352,000 同額予定 1,045,100 同額予定
1,089,000 844,600
961,000 743,000

２　扶養加給
障害の程度 扶養親族 現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
配 偶 者 193,200 同額予定

特 別 項 症
～ ２人まで１人につき 　

第 1 款 症 子、父、母、 72,000(※) 　
孫、祖父、祖母 ３人目から１人につき 同額予定

36,000 　

第 2 款 症
～ 妻 193,200 同額予定

第 5 款 症
※配偶者がいないときそのうち１人については132,000円

３　特別加給
現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
270,000 同額予定

210,000 同額予定

公務傷病 勤務関連傷病
現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額

円 円
6,088,000 4,640,900
5,050,000 3,850,800
4,332,000 同額予定 3,302,500 同額予定
3,559,000 2,713,400
2,855,000 2,177,100

１　先順位者･後順位者に係る額
先順位者 後順位者

現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額 現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額
円 円 円 円

1,966,800  72,000
同額予定

1,573,500 56,400

557,600 同額予定 - -

456,400 - -

456,400 - -
335,000 - -

２　他に公務扶助料受給者がある場合の遺族年金額
現 行 額 平 成 31 年 ４ 月 か ら の 額 備考

円 円
193,200 同額予定 昭和28年法律第181号附則第18項の規定による遺族年金額
72,000 同額予定 …軍人の遺族（※）

障 害 の 程 度

配 偶 者 以 外 の 者
※（例）死亡した軍人の遺族年金を内縁の妻及び子が受けていた場合で、昭和28年の軍人恩給の復活により、子が公務扶助料へ移行したとき、

特設年金･給与金
・公務傷病併発死亡
・勤務関連傷病併発死亡

・勤務関連傷病第1款症以上
・勤務関連傷病第2款症以下

特例遺族年金･給与金

　　　引き続き援護法により遺族年金を受けることになる内縁の妻。

 

特 別 項 症

第 １ 項 症

Ⅲ　遺族年金･遺族給与金の額（平成30年度と同額を予定）

配 偶 者

区 分

第 ２ 款 症
第 ３ 款 症
第 ４ 款 症

障害者遺族特例年金･給与金
・公務傷病第2款症以下

第 ２ 項 症

第 １ 款 症
第 ２ 款 症

平病死遺族年金･給与金

遺族年金･給与金

障 害 の 程 度

第 ５ 款 症

区 分

第 １ 款 症

第 ５ 款 症

Ⅱ　障害一時金の額（平成30年度と同額を予定）

第20　平成31年度援護年金額

Ⅰ　障害年金の額（平成30年度と同額を予定）

第 １ 項 症
第 ２ 項 症

第 ３ 款 症
第 ４ 款 症

・

障 害 の 程 度

特 別 項 症

第 ３ 項 症
第 ４ 項 症
第 ５ 項 症
第 ６ 項 症
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第21　都道府県別援護年金受給者数
　　     平成30年12月末現在

都道府県名 障害年金 遺族年金 遺族給与金 合　　計
北海道 11 47 21 79
青　森 1 24 9 34
岩　手 10 34 9 53
宮　城 12 37 11 60
秋　田 1 19 3 23
山　形 1 28 6 35
福　島 7 32 10 49
茨　城 5 37 14 56
栃　木 4 22 7 33
群　馬 2 25 8 35
埼　玉 11 47 23 81
千　葉 10 57 17 84
東　京 28 102 41 171
神奈川 11 62 33 106
新　潟 5 56 14 75
富　山 2 24 5 31
石　川 6 39 9 54
福　井 4 30 4 38
山　梨 5 15 7 27
長　野 8 38 15 61
岐　阜 6 50 22 78
静　岡 19 82 23 124
愛　知 22 90 60 172
三　重 14 67 18 99
滋　賀 4 28 10 42
京　都 8 44 26 78
大　阪 24 89 37 150
兵　庫 16 103 24 143
奈　良 4 25 15 44
和歌山 10 26 11 47
鳥　取 2 17 7 26
島　根 3 31 13 47
岡　山 23 67 25 115
広　島 110 106 72 288
山　口 21 64 40 125
徳　島 1 35 8 44
香　川 5 39 9 53
愛　媛 10 55 14 79
高　知 8 57 10 75
福　岡 13 89 47 149
佐　賀 2 30 12 44
長　崎 27 48 75 150
熊　本 12 53 28 93
大　分 8 42 15 65
宮　崎 3 64 25 92
鹿児島 27 116 32 175
沖　縄 292 122 388 802

外国居住 11 5 4 20
合計 849 2,419 1,336 4,604
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第22　第十回特別弔慰金請求受付・処理状況
平成31年1月末現在

都道府県 受付件数 ※1 進達件数 ※2 処理件数 ※3 未処理件数 処理率

01北海道 25,409 3,703 21,672 34 99.87%

02青森県 13,122 770 12,335 17 99.87%

03岩手県 17,474 702 16,769 3 99.98%

04宮城県 21,774 2,311 19,458 5 99.98%

05秋田県 16,912 472 16,439 1 99.99%

06山形県 18,843 569 18,246 28 99.85%

07福島県 23,030 1,286 21,744 0 100.00%

08茨城県 26,953 4,038 22,892 23 99.91%

09栃木県 16,848 2,015 14,830 3 99.98%

10群馬県 18,532 1,975 16,555 2 99.99%

11埼玉県 32,090 14,844 17,240 6 99.98%

12千葉県 33,122 13,248 19,820 54 99.84%

13東京都 52,594 25,226 27,353 15 99.97%

14神奈川県 35,131 20,056 15,013 62 99.82%

15新潟県 33,537 1,083 32,444 10 99.97%

16富山県 11,409 683 10,725 1 99.99%

17石川県 11,865 947 10,909 9 99.92%

18福井県 13,332 566 12,746 20 99.85%

19山梨県 9,705 676 9,006 23 99.76%

20長野県 22,166 1,438 20,718 10 99.95%

21岐阜県 23,522 2,629 20,886 7 99.97%

22静岡県 33,262 3,713 29,545 4 99.99%

23愛知県 45,821 10,875 34,940 6 99.99%

24三重県 26,692 2,309 24,359 24 99.91%

25滋賀県 15,868 2,415 13,430 23 99.86%

26京都府 24,810 5,374 19,432 4 99.98%

27大阪府 53,710 26,031 27,663 16 99.97%

28兵庫県 45,857 12,645 33,194 18 99.96%

29奈良県 16,202 4,154 12,044 4 99.98%

30和歌山県 17,594 1,474 16,106 14 99.92%

31鳥取県 9,716 673 9,039 4 99.96%

32島根県 14,926 500 14,419 7 99.95%

33岡山県 24,187 2,566 21,598 23 99.90%

34広島県 36,466 4,225 32,236 5 99.99%

35山口県 19,778 2,291 17,478 9 99.95%

36徳島県 15,978 649 15,264 65 99.59%

37香川県 15,901 1,159 14,539 203 98.72%

38愛媛県 20,150 1,280 18,868 2 99.99%

39高知県 13,855 531 13,321 3 99.98%

40福岡県 43,921 10,509 33,379 33 99.92%

41佐賀県 15,353 1,219 14,084 50 99.67%

42長崎県 25,325 1,947 23,338 40 99.84%

43熊本県 27,136 1,844 25,289 3 99.99%

44大分県 19,877 1,571 18,299 7 99.96%

45宮崎県 19,789 1,667 18,103 19 99.90%

46鹿児島県 31,186 1,210 29,932 44 99.86%

47沖縄県 52,603 275 52,006 322 99.39%
※１ 居住地都道府県としての受付件数と他都道府県からの進達件数を合算した件数。

※２ 居住地都道府県としての受付件数のうち他都道府県に進達した件数。

※３ 平成31年2月までの国債発行請求件数（平成31年1月中旬までの可決件数）と却下等の件数を合算した件数。
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裁

定
庁

で
あ

る
都

道
府

県
は

業
務

上
必

要
な

情
報

に
つ

い
て

閲
覧

等
が

可
能

。

①
前

回
受

給
者

情
報

の
自

治
体

間
共

有

当
初

案

Ａ
県

居
住

者
デ

ー
タ

Ｂ
県

居
住

者
デ

ー
タ

厚
生

労
働

省

Ａ
県

Ｂ
県

援
護

シ
ス

テ
ム

（
全

戦
没

者
デ

ー
タ

、
全

受
給

者
デ

ー
タ

）

他
都

道
府

県
居

住
者

分
の

現
況

等
申

立
書

を
返

却

Ｂ
県

居
住

者
現

況
等

申
立

書

・
同

一
都

道
府

県
内

の
他

市
区

町
村

も
含

む
前

回
受

給
者

情
報

を
共

有
。

（請
求

者
の

居
住

地
又

は
裁

定
庁

と
し

て
の

都
道

府
県

と
し

て
把

握
）

・現
況

等
申

立
書

を
市

区
町

村
単

位
で

Ｐ
Ｄ

Ｆ
化

し
て

共
有

。

○
個

人
情

報
保

護
と

の
関

係
で

共
有

が
可

能
か

整
理

が
必

要
。

○
シ

ス
テ

ム
上

の
デ

ー
タ

は
、

昭
和

６
０

年
代

以
降

の
援

護
シ

ス
テ

ム
稼

働
後

の
も

の
の

み
（稼

働
前

の
情

報
は

共
有

対
象

外
）。

課
題

○
現

行
の

援
護

シ
ス

テ
ム

の
閲

覧
制

限
を

解
除

す
る

案
に

つ
い

て
は

、
仮

に
閲

覧
制

限
を

廃
し

た
と

し
て

も
、

請
求

者
以

外
の

第
三

者
か

ら
の

審
査

・
裁

定
状

況
等

に
つ

い
て

の
照

会
に

対
し

て
は

請
求

者
の

個
人

情
報

の
た

め
回

答
で

き
ず

、
そ

の
他

の
用

途
も

見
当

た
ら

な
い

の
で

、
業

務
上

不
必

要
な

情
報

と
な

る
こ

と
か

ら
、

広
域

展
開

す
る

必
要

性
が

見
出

せ
な

い
と

判
断

し
、

現
行

ど
お

り
と

す
る

。
○

現
況

等
申

立
書

に
つ

い
て

は
、

都
道

府
県

の
個

人
情

報
保

護
条

例
と

の
関

係
か

ら
実

現
困

難
と

い
う

の
が

、
意

見
交

換
会

で
の

多
数

意
見

で
あ

っ
た

の
で

広
域

展
開

は
断

念
。

（
簡

素
化

案
①

か
ら

切
り

離
し

て
、

簡
素

化
案

③
に

お
い

て
「
現

況
等

申
立

書
」の

み
で

対
応

方
針

を
検

討
）

方
針

案

シ
ス

テ
ム

で
の

広
域

展
開

は
し

な
い

⇒
簡

素
化

案
③

で
対

応

⇒
下

図
の

情
報

共
有

を
検

討

Ａ
県

居
住

者
現

況
等

申
立

書
Ａ

県
居

住
者

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ

■
村

○
市

△
町

□
村

●
市

▲
町

Ｂ
県

居
住

者
ﾃ
ﾞｰ

ﾀ

シ
ス

テ
ム

で
の

広
域

展
開

は
し

な
い
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②
請

求
書

及
び

印
鑑

票
の

差
込

印
刷

用
の

デ
ー

タ
提

供

○
差

込
印

刷
用

の
デ

ー
タ

（以
下

イ
メ

ー
ジ

）を
市

区
町

村
に

配
布

す
る

。

当
初

案

エ
ク

セ
ル

フ
ァ

イ
ル

（
イ

メ
ー

ジ
）

Ｎ
ｏ

戦
没

者
情

報
請

求
者

情
報

１ ２ ３

テ
ン

プ
レ

－
ト

リ
ス

ト
で

該
当

者
を

検
索

し
、

Ｎ
ｏ
を

こ
こ

に
入

力
す

る
と

、
計

算
式

で
情

報
が

請
求

書
と

印
鑑

等
届

出
書

の
テ

ン
プ

レ
ー

ト
に

入
る

。
請

求
書

（
差

込
印

刷
用

）
、

印
鑑

等
届

出
書

を
そ

れ
ぞ

れ
プ

リ
ン

タ
に

セ
ッ

ト
し

て
印

刷
（印

字
）。

s
h

e
e

t１
（
請

求
書

）

s
h

e
e

t2
（
印

鑑
等

届
出

書
）

s
h

e
e

t3
（
リ

ス
ト

）

第
十

回
特

別
弔

慰
金

受
給

者
リ

ス
ト

テ
ン

プ
レ

－
ト

○
差

込
印

刷
用

の
デ

ー
タ

を
提

供
す

る
。

※
 留

意
点

：
市

区
町

村
に

よ
っ

て
は

、
請

求
窓

口
と

Ｐ
Ｃ

や
プ

リ
ン

タ
の

位
置

が
離

れ
て

い
る

な
ど

の
理

由
で

使
え

な
い

場
合

も
あ

る
と

の
意

見
も

あ
る

の
で

、
使

用
に

つ
い

て
は

強
制

で
は

な
く
、

推
奨

と
い

う
こ

と
で

市
区

町
村

に
配

布
。

受
給

者
リ

ス
ト

の
文

字
化

け
（住

基
明

朝
）を

気
に

す
る

発
言

が
あ

っ
た

。
住

基
フ

ォ
ン

ト
の

イ
ン

ス
ト

ー
ル

手
順

を
伝

え
る

。

方
針

案
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③
第

十
回

特
別

弔
慰

金
の

現
況

等
申

立
書

の
活

用

＜
検

討
事

項
＞

○
裁

定
都

道
府

県
に

お
い

て
、

第
十

回
特

別
弔

慰
金

の
現

況
等

申
立

書
の

写
し

を
と

り
、

居
住

地
市

区
町

村
ご

と
に

Ｐ
Ｄ

Ｆ
化

。

○
居

住
地

都
道

府
県

が
異

な
る

場
合

は
、

裁
定

都
道

府
県

か
ら

居
住

地
都

道
府

県
に

援
護

シ
ス

テ
ム

の
送

受
信

機
能

に
よ

り
当

該
Ｐ

Ｄ
Ｆ

を
送

信
。

※
個

人
情

報
保

護
法

第
８

条
に

、
保

有
個

人
情

報
の

提
供

及
び

利
用

に
関

す
る

規
定

が
あ

る
。

厚
労

省
保

有
情

報
に

関
し

て
は

、
特

別
弔

慰
金

事
務

の
円

滑
実

施
に

必
要

と
判

断
す

る
情

報
に

つ
い

て
は

で
き

る
限

り
提

供
し

た
い

と
考

え
て

い
る

が
、

現
況

等
申

立
書

は
、

裁
定

都
道

府
県

が
保

有
し

て
い

る
た

め
、

こ
の

提
供

に
関

し
て

は
、

各
都

道
府

県
の

個
人

情
報

保
護

条
例

に
も

照
ら

す
必

要
が

あ
る

。

○
当

該
Ｐ

Ｄ
Ｆ

（管
内

市
区

町
村

全
域

分
）を

管
内

市
区

町
村

に
提

供
（こ

の
可

否
も

、
各

都
道

府
県

の
個

人
情

報
保

護
条

例
に

も
照

ら
す

必
要

が
あ

る
）。

※
デ

ー
タ

量
が

多
い

た
め

、
Ｃ

Ｄ
－

Ｒ
等

で
の

提
供

を
想

定
。

市
区

町
村

に
お

け
る

当
該

デ
ー

タ
の

管
理

方
法

等
は

厚
労

省
及

び
都

道
府

県
か

ら
提

示
か

。

○
前

回
受

給
者

に
つ

い
て

前
回

の
現

況
等

申
立

書
の

保
管

が
あ

る
場

合
は

、
受

付
窓

口
（請

求
者

の
居

住
地

市
区

町
村

）で
、

そ
の

用
紙

に
変

更
点

を
朱

書
き

し
て

貰
い

、
新

様
式

（下
記

④
の

別
添

２
）に

添
付

の
う

え
提

出
し

て
貰

う
。

新
規

請
求

者
に

つ
い

て
は

、
新

様
式

の
み

記
入

の
う

え
提

出
す

る
。

当
初

案

○
Ｐ

Ｄ
Ｆ

に
す

る
作

業
が

大
変

。
個

人
情

報
保

護
と

の
関

係
で

共
有

可
能

か
整

理
が

必
要

（厚
生

労
働

省
の

判
断

だ
け

で
は

実
施

で
き

な
い

）。
・

請
求

窓
口

（
請

求
者

の
居

住
地

市
区

町
村

）
で

受
付

時
の

も
の

を
コ

ピ
ー

し
て

い
る

場
合

が
あ

る
が

、
あ

く
ま

で
受

付
時

の
内

容
で

あ
り

正
確

性
に

問
題

が
あ

る
。

・
裁

定
庁

（都
道

府
県

）で
保

管
し

て
い

る
も

の
は

、
請

求
者

自
身

が
承

知
し

て
い

な
い

よ
う

な
親

族
の

婚
姻

や
離

婚
、

養
子

縁
組

等
、

様
々

な
情

報
が

都
道

府
県

の
中

で
加

筆
さ

れ
て

い
る

。
・

ま
た

、
裁

定
庁

（都
道

府
県

）で
は

、
前

回
の

請
求

書
類

の
一

部
と

し
て

綴
ら

れ
て

い
る

と
思

わ
れ

、
そ

の
原

本
の

取
り

出
し

又
は

現
況

申
立

書
の

部
分

コ
ピ

ー
の

準
備

等
が

必
要

と
な

る
。

課
題

○
現

況
申

立
書

の
Ｐ

Ｄ
Ｆ

化
は

、
都

道
府

県
の

個
人

情
報

保
護

条
例

と
の

関
係

か
ら

実
現

困
難

と
い

う
の

が
、

意
見

交
換

会
で

の
多

数
意

見
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
断

念
。

○
請

求
者

が
同

一
人

で
あ

る
場

合
で

あ
っ

て
、

都
道

府
県

又
は

市
区

町
村

で
「現

況
等

申
立

書
」の

写
し

を
保

管
し

て
い

る
場

合
に

は
、

そ
の

写
し

を
簡

素
化

案
④

の
新

様
式

に
添

付
し

て
提

出
す

る
こ

と
を

認
め

る
こ

と
に

よ
り

、
請

求
者

の
負

担
軽

減
を

図
る

。

方
針

案
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④
各

種
請

求
様

式
（請

求
書

、
印

鑑
票

、
現

況
等

申
立

書
、

同
意

書
）の

変
更

○
請

求
書

・・
・
・・

・
・
・・

・・
・
「も

と
の

身
分

」
欄

を
選

択
式

に
す

る
。

「
除

籍
時

の
本

籍
等

」
欄

は
市

区
町

村
名

ま
で

と
す

る
。

「
前

回
の

特
別

弔
慰

金
受

給
者

」欄
及

び
「
～

年
金

給
付

の
受

給
者

が
失

権
し

た
場

合
」欄

は
自

治
体

使
用

欄
に

す
る

。
請

求
者

以
外

の
連

絡
可

能
な

人
の

電
話

番
号

等
を

記
載

す
る

欄
を

追
加

す
る

。
「
郵

便
局

」
と

い
う

ゴ
ム

印
の

配
布

を
検

討
。

差
込

印
刷

用
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

も
配

布
す

る
。

○
現

況
等

申
立

書
・・

・
・・

・
前

回
受

給
者

に
つ

い
て

は
、

１
０

弔
の

現
況

等
申

立
書

を
活

用
し

、
変

更
部

分
の

み
自

治
体

で
記

入
す

る
こ

と
を

可
能

と
す

る
（
行

政
側

の
チ

ェ
ッ

ク
シ

ー
ト

的
な

位
置

付
け

で
は

あ
る

が
、

申
立

書
で

あ
る

た
め

新
様

式
に

は
記

入
年

月
日

及
び

申
立

人
の

記
名

が
必

要
）
。

○
同

意
書

・・
・
・・

・
・・

・
・・

・
同

順
位

者
の

自
署

は
求

め
ず

、
同

意
書

を
提

出
で

き
な

い
旨

の
申

立
書

と
１

本
化

。
書

類
の

冒
頭

に
留

意
事

項
を

記
載

し
、

請
求

者
自

身
に

承
諾

し
て

貰
い

、
「請

求
者

署
名

（自
署

）
＋

押
印

」を
求

め
る

。
「
同

意
を

求
め

た
年

月
及

び
方

法
」欄

を
追

加
。

○
印

鑑
等

届
出

書
・・

・
・・

・
サ

イ
ズ

変
更

（Ａ
５
→

Ａ
４

）、
レ

イ
ア

ウ
ト

調
整

、
住

所
欄

と
氏

名
欄

の
入

替
え

、
滑

り
に

く
い

材
質

へ
の

変
更

の
う

ち
、

対
応

困
難

な
も

の
が

あ
る

か
財

務
省

及
び

日
本

銀
行

に
確

認
す

る
。

「
郵

便
局

」
と

い
う

ゴ
ム

印
の

配
布

を
検

討
。

差
込

印
刷

用
の

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

も
配

布
す

る
。

当
初

案

○
別

添
１

～
４

の
案

で
施

行
す

る
方

針
で

問
題

が
無

け
れ

ば
、

様
式

案
の

決
定

後
に

施
行

規
則

及
び

施
行

通
知

を
改

定
。

・
請

求
書

及
び

印
鑑

等
届

出
書

の
差

込
印

刷
用

の
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
の

配
布

に
つ

い
て

は
簡

素
化

案
②

で
検

討
。

・
差

込
印

刷
対

応
不

可
の

自
治

体
も

あ
る

と
思

わ
れ

る
の

で
、

印
鑑

届
出

書
用

の
ゴ

ム
印

を
全

市
区

町
村

の
受

付
窓

口
用

に
配

布
す

る
。

（
請

求
書

用
と

し
て

は
不

要
：請

求
書

様
式

案
に

お
い

て
「郵

便
局

」は
チ

ェ
ッ

ク
ボ

ッ
ク

ス
と

し
た

た
め

）

○
印

鑑
等

届
出

書
に

つ
い

て
は

、
財

務
省

令
の

改
訂

が
必

要
で

あ
り

、
財

務
省

に
対

応
を

依
頼

す
る

。

方
針

案
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⑤
都

道
府

県
に

お
け

る
事

務
処

理
手

順
の

見
直

し
（統

一
）

○
他

都
道

府
県

裁
定

分
の

居
住

地
都

道
府

県
に

お
け

る
事

務
処

理

・市
区

町
村

か
ら

進
達

さ
れ

た
請

求
書

を
、

他
都

道
府

県
裁

定
分

と
自

都
道

府
県

裁
定

分
に

仕
分

け
、

他
都

道
府

県
裁

定
分

を
優

先
的

に
処

理
す

る
。

・請
求

者
が

共
通

し
て

提
出

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
書

類
（請

求
書

、
印

鑑
等

届
出

書
、

現
況

等
申

立
書
※

、
請

求
者

の
戸

籍
抄

本
（相

続
人

請
求

の
場

合
は

相
続

人
で

あ
る

こ
と

を
証

す
る

戸
籍

や
相

続
関

係
一

覧
図

等
）が

添
付

さ
れ

て
い

る
か

、
各

書
類

に
記

入
漏

れ
が

な
い

か
な

ど
の

体
裁

の
み

確
認

し
、

速
や

か
に

裁
定

都
道

府
県

に
進

達

す
る

。
※

前
回

受
給

者
に

つ
い

て
は

、
新

た
な

現
況

申
立

書
（
別

添
２

）
と

「前
回

の
現

況
等

申
立

書
の

写
し

」が
添

付
さ

れ
て

い
る

か
を

確
認

。

○
審

査
す

る
順

番

他
都

道
府

県
居

住
者

分
、

自
都

道
府

県
居

住
者

分
と

も
に

、
市

区
町

村
受

付
年

月
（日

）順
に

審
査

す
る

。

○
補

正

・裁
定

都
道

府
県

が
請

求
者

に
直

接
依

頼
し

、
依

頼
文

書
の

写
し

を
市

区
町

村
に

提
供

。
裁

定
都

道
府

県
と

居
住

地
都

道
府

県
が

異
な

る
場

合
は

、
補

正
依

頼
文

書
の

写

し
を

居
住

地
都

道
府

県
に

提
供

（居
住

地
都

道
府

県
か

ら
市

区
町

村
に

提
供

）。

・市
区

町
村

窓
口

で
請

求
者

に
直

接
説

明
し

な
け

れ
ば

伝
わ

ら
な

い
と

思
わ

れ
る

複
雑

な
補

正
の

場
合

は
、

居
住

地
都

道
府

県
（市

区
町

村
）に

補
正

を
依

頼
す

る
方

が
効

率
が

良
い

と
の

こ
と

。
な

お
、

こ
の

場
合

も
請

求
者

に
直

接
交

付
で

き
る

内
容

の
補

正
依

頼
文

書
を

裁
定

都
道

府
県

が
作

成
の

う
え

、
居

住
地

都
道

府
県

（
市

区
町

村
）
を

通
じ

て
補

正
依

頼
す

る
こ

と
と

し
、

進
捗

状
況

の
管

理
（把

握
）は

、
裁

定
都

道
府

県
が

責
任

を
持

っ
て

行
い

、
長

期
間

放
置

さ
れ

る
こ

と
が

な
い

よ
う

努
め

る
。

○
審

査
す

る
順

番
に

つ
い

て
は

、
受

付
年

月
日

順
に

す
る

余
裕

は
な

い
と

い
う

意
見

が
多

数
で

あ
り

、
統

一
は

断
念

。
○

補
正

に
つ

い
て

裁
定

都
道

府
県

が
請

求
者

に
直

接
依

頼
す

る
と

い
う

案
は

、
反

対
意

見
が

多
数

で
あ

っ
た

た
め

、
現

状
ど

お
り

、
居

住
地

経
由

と
す

る
。

○
た

だ
し

、
裁

定
都

道
府

県
が

請
求

者
に

直
接

渡
せ

る
文

章
を

作
成

す
る

と
い

う
点

に
つ

い
て

は
、

多
く
の

都
道

府
県

が
理

解
を

示
し

て
い

た
の

で
採

用
す

る
。

○
補

正
依

頼
の

文
書

フ
ォ

ー
マ

ッ
ト

を
作

成
し

、
簡

素
化

案
⑥

で
出

力
で

き
る

画
面

と
す

る
。

当
初

案

方
針

案
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⑥
援

護
シ

ス
テ

ム
の

機
能

追
加

（補
正

項
目

、
進

捗
情

報
（
C

S
V

）の
作

成
）

○
補

正
項

目
の

追
加

援
護

シ
ス

テ
ム

に
、

補
正

に
特

化
し

た
項

目
を

新
設

す
る

こ
と

を
検

討
。

具
体

的
に

は
、

補
正

発
出

日
、

補
正

受
取

日
な

ど
の

項
目

を
設

け
、

同
項

目
内

で
補

正
文

書
の

送
受

信
や

管
理

が
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

○
進

捗
情

報
（
Ｃ

Ｓ
Ｖ

）の
作

成
現

在
、

全
国

で
４

箇
所

の
都

道
府

県
が

サ
ポ

ー
ト

セ
ン

タ
ー

に
個

別
に

依
頼

し
て

、
管

内
市

区
町

村
ご

と
の

受
付

及
び

裁
定

件
数

の
統

計
デ

ー
タ

を
取

得
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
を

毎
月

、
管

内
市

区
町

村
に

情
報

提
供

さ
れ

て
い

る
と

の
こ

と
。

援
護

シ
ス

テ
ム

に
、

こ
の

よ
う

な
統

計
出

力
機

能
を

追
加

す
る

こ
と

を
検

討
す

る
。

ま
た

、
市

区
町

村
単

位
の

総
計

の
み

で
な

く
、

請
求

者
個

々
の

進
捗

状
況

の
リ

ス
ト

化
を

考
え

て
い

る
。

（
イ

メ
ー

ジ
）
※

市
区

町
村

単
位

で
以

下
の

よ
う

な
リ

ス
ト

が
い

つ
で

も
作

成
で

き
る

機
能

を
援

護
シ

ス
テ

ム
に

追
加

。

当
初

案

請
求

者
市

区
町

村
受

付
年

月
日

居
住

地
県

受
付

年
月

日
裁

定
県

受
付

年
月

日
補

正
項

目
（新

設
）

裁
定

年
月

日
審

査
結

果

Ａ
さ

ん

Ｂ
さ

ん

○
既

定
方

針
と

し
て

着
手

済
み

。
○

業
者

が
決

定
し

た
た

め
、

詳
細

に
つ

い
て

シ
ス

テ
ム

担
当

と
連

携
し

な
が

ら
進

め
る

。
（
補

正
管

理
画

面
・進

捗
Ｃ

Ｓ
Ｖ

は
ど

の
よ

う
な

項
目

が
あ

っ
た

ら
よ

い
か

に
つ

い
て

、
都

道
府

県
に

意
見

聴
取

の
う

え
最

終
決

定
と

す
る

。
）

方
針

案
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⑧
関

係
機

関
（各

財
務

局
、

各
市

区
町

村
戸

籍
担

当
課

）へ
の

協
力

依
頼

○
「印

鑑
票

と
国

債
発

行
請

求
内

訳
書

等
の

記
載

事
項

が
相

違
し

て
い

る
場

合
の

取
扱

い
に

つ
い

て
（平

成
９

年
７

月
１

６
日

付
け

で
大

蔵
省

理
財

局
国

債
課

交
付

国
債

係
長

か
ら

財
務

局
・事

務
所

交
付

国
債

担
当

調
査

官
宛

事
務

連
絡

）」
の

と
お

り
、

「神
経

質
な

ほ
ど

微
細

な
チ

ェ
ッ

ク
を

す
る

必
要

は
な

い
」
旨

が
周

知
さ

れ
て

い
る

が
、

現
在

も
財

務
局

に
よ

っ
て

訂
正

基
準

が
異

な
っ

て
い

る
模

様
。

次
回

の
特

別
弔

慰
金

に
向

け
、

財
務

局
に

再
度

周
知

し
て

貰
え

る
よ

う
財

務
省

理
財

局
に

要
請

予
定

。
○

厚
生

労
働

省
か

ら
、

各
市

区
町

村
の

戸
籍

担
当

課
あ

て
に

特
別

弔
慰

金
の

請
求

に
必

要
な

戸
籍

の
種

類
等

を
周

知
す

る
な

ど
の

協
力

依
頼

文
書

を
発

出
す

る
。

当
初

案

⑦
電

子
メ

ー
ル

（Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ
メ

ー
ル

）の
利

用

○
市

区
町

村
と

都
道

府
県

の
間

で
の

連
絡

ツ
ー

ル
（個

人
情

報
の

送
付

を
含

む
）と

し
て

、
電

子
メ

ー
ル

（Ｌ
Ｇ

Ｗ
Ａ

Ｎ
メ

ー
ル

）の
使

用
を

認
め

る
。

当
初

案

○
援

護
シ

ス
テ

ム
は

市
区

町
村

に
は

繋
が

っ
て

い
な

い
の

で
、

自
治

体
の

条
例

等
で

問
題

が
な

け
れ

ば
、

認
め

る
こ

と
と

す
る

。
※

厚
生

労
働

省
の

情
報

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

担
当

に
確

認
の

う
え

、
援

護
シ

ス
テ

ム
の

管
理

規
定

等
の

改
訂

や
国

と
し

て
の

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

ー
ポ

リ
シ

ー
を

示
す

等
の

措
置

を
講

じ
る

。

○
印

鑑
等

届
出

書
は

、
都

道
府

県
の

共
感

の
声

が
多

か
っ

た
の

で
、

通
知

の
タ

イ
ミ

ン
グ

や
内

容
も

含
め

、
引

き
続

き
財

務
省

に
要

請
す

る
。

○
厚

生
労

働
省

か
ら

各
市

区
町

村
の

戸
籍

担
当

課
あ

て
に

請
求

に
必

要
な

戸
籍

の
種

類
等

を
周

知
す

る
こ

と
は

、
特

別
弔

慰
金

の
制

度
の

み
を

特
別

扱
い

す
る

よ
う

な
こ

と
は

許
可

で
き

な
い

と
の

回
答

で
あ

り
断

念
。

○
第

十
回

特
別

弔
慰

金
事

務
処

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
P

６
６

の
問

４
０

に
記

載
し

て
い

る
第

三
者

請
求

と
戸

籍
法

１
０

条
の

関
係

を
、

市
区

町
村

の
戸

籍
担

当
課

に
念

押
し

で
周

知
す

る
こ

と
を

主
眼

に
お

い
た

文
面

で
、

法
務

省
に

相
談

す
る

。

方
針

案

方
針

案
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（別添１）

フ リ ガ ナ ※

(姓) (名)

年 月 日

３

フ リ ガ ナ ※

(姓) (名)

年 月 日

戦 没 者 等
と の 続 柄

〒
都道
府県

フ リ ガ ナ
(姓) (名)

フ リ ガ ナ

氏 名
(姓) (名)

〒 都 道

府 県

郵便局

　上記により、「戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法」の特別弔慰金を請求します。

●▲　　　年 月 日

氏名 印

- -

- -

- -

（自治体使用欄）

平成２７年改正法（●●２年４月施行）

戦没者等の遺族に対する特別弔慰金請求書 ４－６１

戦

没

者

等

生年
月日

１ 明治 　２ 大正
氏　　　名

３ 昭和

除 籍 時 の
本 籍 等

都道
府県

死　亡
年月日

※１ 昭和 ２
日

●▲
も と の
身 分

陸軍 （ 軍人 ・ 軍属 ） 海軍 （ 軍人 ・ 軍属 ） 準軍属

平成
年 月

個人番号

（
裏
面
の
記
載
上
の
注
意
を
よ
く
読
ん
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い

。

）

被
相
続
人

死亡
年月日 ●▲

請

求

者

生年
月日

１ 明治　　２ 大正

３ 昭和　　４ 平成

５ ●▲

氏　　　名

住 所

住　　　所

裁定通知書
の記号・番号

号

氏 名 戦没者等
との続柄

国債の受領を市区町村長に委任する場合はその市区町村名

代

理

人

等

区分
※１　代理人　　２　親権者等
 
  ３　成年後見人等

年 月 日

厚 生 労 働 大 臣
殿

裁定都道府県知事

※請求書類の補正を依頼する場合がありますので、以下に日中に連絡の取れる方の氏名と電話番号をご記入ください。

氏 名（ 続 柄 ） 電 話 番 号

国 債 の 償 還 金 の
希 望 支 払 場 所

名称 所在地

年金給付の受給者が
平成27年4月1日から
●▲2年3月31日までの間に
失権した

受給者氏
名

証書の
記号・番号

戦没者等
との続柄

失権の事由 ※　１ 死亡　　２ その他（　　 　　　　　　　　　　　　）

都道
府県

前 回 の 特 別
弔 慰 金 受 給 者

氏名
戦没者等
との続柄

弔慰金の受給者 氏　名
戦没者等
との続柄

裁定記号番号

第

（　　　　　　） 自宅・携帯

国債受領希望取扱店名

請 求 者　（ 本 人 ） 自宅・携帯

（　　　　　　） 自宅・携帯

バーコード印字
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（別添２）

「死亡・国籍喪失・離縁によ
り戦没者等との親族関係が
終了」しているとき

左記以外のとき
弔慰金を
受けた者

公務扶助料、
遺族年金等
を受けた者

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（ 年 月 日生）

有
・
無

昭・平・●　　年　　月　　日

死亡 ・ 国籍喪失 ・ 離縁

大・昭・平・●　 　　年　 　　月　　 　日
　
　　　　　　　　　　　　と婚姻（事実上の婚
姻関係を含む)・養子縁組
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

平成２７年改正法（●▲２年４月施行）

戦没者等の遺族の現況等についての申立書

申立人             　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

遺族の氏名
（生年月日）

戦没者
等との
続柄

戦没者等
の死亡当

時における
戦没者等と
の生計関
係の有無

遺族の●▲2年3月31日までの状況 記入不要(自治体使用欄)

●▲　　　　年　　　　月　　　　日　　記入
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（別添３）

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

※「同意が得られなかった理由」欄は、同意が得られなかった場合に理由を選択（「その他」は具体的な理由も記入）してください。

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

特別弔慰金の請求及び受領に係る同意申立書

　　　　　●▲　　年　　月　　日

請求者署名（自署）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

　　　上記を承諾します。

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

◎以下に承諾いただけた方は署名・押印のうえ、同意の状況を申し立ててください。

・同順位の遺族（●▲2年4月1日以降に権利者が死亡した場合はその相続人を含む）がいる場合、

特別弔慰金はそのうちの一人に支給されるものです。

・請求及び受領者となる方は、やむを得ない場合以外は、請求前に同順位者の同意を得てください。

同順位者間で問題が生じた場合は請求者の責任で対処いただくことになります。

・虚偽の申立を行うと、特別弔慰金が支給されなかったり、支給後に取り消されることがあります。

戦没者等（氏名： ）に係る特別弔慰金を受ける権利を有する遺族は下記のとおり

です。私が遺族を代表して特別弔慰金を請求・受領することに関する同意の状況を申し立てます。
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（別添３）

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

氏名
戦 没 者
との続柄

同意の
有　無 　　　□　有　　　　　□　　無

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

※「同意が得られなかった理由」欄は、同意が得られなかった場合に理由を選択（「その他」は具体的な理由も記入）してください。

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

同意を求めた年月及び方法 同意が得られなかった理由　※

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
　

 ●▲　　 　年　 　　月

　□　書面（手紙、FAX等も含む）

　□　その他 ※以下の［］内に詳細を記入

　□　連絡先不明　　　　□　　同意を拒否

　□　重い病気や高齢等により意思表示ができない

　□　その他
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第24 第十回特別弔慰金の審査請求の流れ 
 

根拠：行政不服審査法（平成26年法律第68号、以下「行審法」という。平成28年４月１日施行） 

 
 
 
 
 
 
 

審 査 庁  

厚生労働大臣 
処 分 庁 
都道府県知事 

 
 

（注）  

・行政不服審査会における調査審議は、提出された主張書面等を中心として行います。 

審理員による審理の段階で提出された書面等の写しは行政不服審査会に送付されていますが、行政不服

審査会の段階で新たに主張・立証したい事項がある場合は、書面で提出します。 

・審査関係人（審査庁や審査請求人）が主張書面等を提出すると、行政不服審査会はその標題を他の審査関

係人に通知し、どのようなものが提出されたのかを明らかにします。 

・他の審査関係人が提出した主張書面等は原則として閲覧又は写しの交付の対象となりますが、正当な理由

があると審査会が認める場合には、閲覧等を拒むことがあります。 

 

＜引用先：総務省行政不服審査会ＨＰ＞ 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/singi/fufukushinsa/  

 

（1） 審査請求書提出先 

処分に不服があるときは、直接、審査庁である厚生労働大臣へ提出 

＊宛先は、厚生労働省社会・援護局援護・業務課不服審査係 

都道府県等へ提出された場合には、受付印を押し、速やかに厚生労働省へ送付します。 

（2） 審査請求期間 

審査請求期間は、処分があったことを知った日の翌日から起算し３か月。 

郵送にて原処分の通知書（裁定通知書、却下通知書等）を交付した場合には、審査請求

人宅に送達された日となるため、送達日を確認できる方法で郵送する必要があります。 

*行政処分の効力が生ずるのは、相手方が行政処分について了知したときであることに留意。 

(3）提出書類 

① 審査請求書:正本と副本（正本のコピー）の合計２通 

② 原処分の通知書:裁定通知書、却下通知書等の写し（ある方が望ましい） 

③ 反証資料（ある方が望ましい） 

(4） 審理員の指名 

審理の公正性・透明性を高めるため、審査庁に所属する職員のうち処分に関与してい

ない職員を「審理員」に指名し、審理手続を行います。審査庁は、審理員を指名したと

きは審査請求人及び処分庁に対してその旨の通知を行い、処分庁（都道府県）に対して

  

厚生労働省大臣官房審理室 厚生労働省援護・業務課 

 総

務

省 
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弁明書の作成を、審査請求人に対して反論書等の書面を求め審理を行います。 

＊厚生労働省における審理室（審理員）は「大臣官房総務課審理室」となります。 

(5） 処分庁（都道府県）における処理 

① 弁明書の作成 

処分庁は、審理員からの弁明書の提出の求めに応じて処分の経緯や理由を説明するた

め、「弁明書」を作成し、送付状、弁明書（正本・副本）、証拠書類（１部）を期日ま

でに審理室に提出します。 

審理員は、弁明書副本（証拠書類を除く弁明書本体のみ）を審査請求人に送付し、弁

明書に対する反論書を求めます。 

※ 証拠書類については、原則、原処分時に証拠として使われた全てのもの（具体的には、特別弔

慰金の請求書類一式及び原処分の通知書（裁定通知書、却下通知書等）、原処分を行う際に用い

た資料等の写し）を想定している。例えば、生計関係が争点であれば、都道府県保管の戦没者に

関する資料（過去にその戦没者に関して誰が何を受給したかの確認、戦没者の住所確認のため）

及び過去の特別弔慰金請求書一式、複数の同順位者からの請求については、それぞれの特別弔慰

金請求書一式等。 

※ 特別弔慰金の請求書に個人番号（マイナンバー）が記載されている場合には、個人番号欄をマ

スキングする。戦没者台帳等に当該審査請求に無関係な者の個人情報が記載されている場合には、

提出前にマスキングして提出する。 

※ 行審法第78条第１項において、審査関係人（審査請求人、審査庁）は行政不服審査会に対し、

行政不服審査会に提出された資料の閲覧等を求めることができる。行政不服審査会が第三者の利

益を害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときは、閲覧等を拒むことにな

るため、処分庁として閲覧等が不適当と考えるものがあれば明記する。 

② 審理員から送付された審査請求書の副本の保管 

(6） 審理員における審理（「審理員意見書」） 

厚生・中立的立場である審理員は、処分庁からの弁明書、審査請求人からの審査請求

書・反論書を基に、原則として書面審理を行います。審理員は、審理手続を終結した後、

その結果を「審理員意見書」として取りまとめ、審査庁に提出します。 

(7） 行政不服審査会における審査 

（審査庁による「諮問」、行政不服審査会の審査結論として「答申」） 

審査庁は、審理員意見書及び事件記録（弁明書・反論書等を含む当該審査請求に係る

書類一式）を添えて総務省行政不服審査会に諮問します。行政不服審査会は、審理員が

行った審理手続の適正性や審査庁の判断の妥当性をチェックする観点で、審理員による

審理の段階で審理関係人双方から提出された書面を基本的な資料として調査審議し、答

申を行います。 

(8） 裁決 

審査庁は、行政不服審査会の答申を受け以下のいずれかの裁決を行い、審査請求人及

び処分庁に対して裁決書の謄本を送付します。 

却下：審査請求が期間経過後にされたものである場合、その他不適法である場合 

棄却：審査請求は適法にされたが、本案審理の結果、審査請求に理由がない場合 

認容（処分の取消し）：審査請求が適法にされ、かつ、これに理由がある場合 

(9） 結果の公開 

答申及び裁決の内容は「行政不服審査裁決・答申データベース」にて公開しています。 

http://fufukudb.search.soumu.go.jp/koukai/Main 
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第25　戦傷病者特別援護法対象者数等

対象者数等

戦傷病者手帳の交付 軍人軍属等で公務上の傷病により一定 　所持者　 　      　  6,871人

（第４条） 程度の障害を有する者等に交付 （平成30年3月31日現在）

戦傷病者相談員 戦傷病者の生活等の相談に応じ、援護 　戦傷病者相談員  　 282人

（第８条の２） のために必要な指導を実施 　（委託期間：２年）

（謝金　年額26,000円）　 （平成29年10月１日現在）

療養の給付又は療養費 公務上の傷病につき療養を必要とする 　療養患者数    　  　 113人

の支給 者に給付等 （平成30年3月31日現在）

(第10条、第17条)

療養手当の支給　　　　　 １年以上の長期入院患者で傷病恩給等 　受給者           　　　  　0人

（第18条） の年金を受けていない者に支給 （平成30年3月31日現在）

（月額30,300円）　

（平成31年10月から月額30,700円）　

葬祭費の支給 療養の給付を受けている者が死亡した 　支給件数         　　　   6人

（第19条） 場合にその遺族に支給 （平成29年度）

　　（206,000円）　

（平成31年10月から209,000円）　

更生医療の給付 職業能力等の回復、向上のための手術 　給付件数                  0件

（第20条） が必要な者に給付 （平成29年度）

補装具の支給又は修理 一定程度以上の障害を有する者に義肢、 　支給・修理件数 　 　  67件

（第21条） 車椅子等を支給又は修理 （平成29年度）

国立保養所への収容 重度障害戦傷病者の国立保養所への 　入所者数         　       0人

（第22条） 収容 （平成30年3月31日現在）

旅客会社の乗車等につ 障害の程度により一定回数の旅客会社 　乗車券引換証交付人員

いての無賃取扱い の乗車等について無賃の取扱い                       　   1,738人

（第23条） (予算措置は国土交通省)　 （平成29年度）

援　護　の　内　容
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平成30年12月末現在

区分
平成28年度
までの累計

平成29年度
平成30年度
（平30.12末現

在）
計

普通恩給 1,126,515 6 7 1,126,528

加算改定 816,261 0 0 816,261

一時恩給 697,169 44 21 697,234

そ の 他 3,157,861 10 8 3,157,879

計 5,797,806 60 36 5,797,902

※

　「その他」とは、公務扶助料、傷病恩給、一時金及び傷病賜金で、上記以外の恩給を
いう。

第26　旧陸海軍関係恩給進達件数

（１）　厚生労働省から総務省に進達した件数

　「普通恩給」とは、昭和36年改正による地域加算、昭和40年改正による抑留加算並び
に昭和46年改正による職務加算及び戦地外戦務加算によって権利が発生した恩給
（普通扶助料を含む）をいう。

　「一時恩給」とは、昭和46年改正、昭和49年改正及び昭和50年改正による一時恩給
（一時扶助料を含む）をいう。

　「加算改定」とは、昭和48年改正、昭和50年改正及び昭和54年改正による加算年の
金額計算への算入による改定をいう。

-83-



（２）　各都道府県から厚生労働省への進達件数（旧陸軍関係）

         平成30年12月末現在

　　　　区分
30年度 30年度

28年度 29年度 （H30.12末現在） 28年度 29年度 （H30.12末現在）

2 5 3

1 1 1 1
2 2 2 1

2 1 1
1 2 2
1 6 2
2 2

1
1

1 1
1 2
7 7 1 1
1

1 1 1

1
1 2 2
1 1
1 3
1 1
1 1
1 2 1

1 2

4 3 2
3 4 2 1
1 2 1 1 1

1
1

1 1 1
1

2 2 1
1 1 2
3 1 1
1 1 1

1 2 1
1
1 1 1

3 6 2 1 1
1 1 1

46 52 24 26 10 7

 1　本表は、各都道府県から厚生労働省へ進達された旧陸軍関係の件数を表したものである。
 2　一時恩給には、一時扶助料及び一時金（遺族一時金）が含まれている。
 3　その他には、加算改定、普通恩給、普通扶助料、傷病恩給、公務扶助料等が含まれている。
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福   島
山   形
秋   田
宮   城

石   川
富   山
新   潟

栃   木

福   井

奈   良

そ の 他

都道府県
北海道
青　 森
岩   手
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《趣旨・目的》

○旧陸海軍等が作成した人事関係資料を含む戦没者等援護関係の資料は、これま
で援護年金の支給や戦没者の慰霊事業（遺骨帰還・慰霊巡拝）などの援護関係業
務のため使用してきた。
○これら資料について、先の大戦に関する貴重な歴史資料として、資料の公開と
後世への伝承等を図ることを目的として、戦後７０周年にあたる平成２７年度ま
での５年間で、業務において引き続き保有を要するものを除いて、国立公文書館
へ概ね移管した。
○平成２８年度以降も保有資料の整理を進め、国立公文書館への移管を推進して
いる。

厚
生
労
働
省

戦没者等援護関係資料
（陸軍遭難船舶名簿、軍人索引簿等）

《移管後の資料》
○移管後の資料は、国立公文書館において、特定歴史公文書等とし
て原則永久保存
○利用請求がなされた場合は、個人情報等の利用制限事由を除き、
利用者へ公開

○電子化した資料に基づき、引き続き援護関係業務を実施

第27 援護関係資料の国立公文書館への移管について
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第28 未帰還者等の地域別及び最終消息別統計表

１ 地域別内訳（平成31年１月末現在） （単位：人）

身 分 軍 人 軍 属
一般邦人 合 計

地 域 陸 軍 海 軍

ソ連(本土) １ * ２ ３旧 旧
ソ

樺 太 * ３６ ３６連

中 国 ８ * ２００ ２０８

北 朝 鮮 ３５ ３５

そ １ １ﾐｬﾝﾏｰ(ﾋﾞﾙﾏ)
の
他

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ南
方
等

ﾏﾘｱﾅ諸島 １ １

韓国 ４ ４

合 計 １０ ２７８ ２８８

（注）＊印は中国残留邦人等支援室が担当、それ以外は調査資料室

２ 年次（最終消息）別内訳（平成31年１月末現在） （単位：人）

昭和30年以前 昭和31年～平成 平成24年以降資料年次
合 計に最終生存資料 23年の間に に最終生存資料

のある者 最終生存資料の のある者
ある者地 域

旧 ソ 連 ８ ３１ ０ ３９

中 国 １５９ ４８ １ ２０８

北 朝 鮮 １ ３２ ２ ３５

そ の 他 ６ ０ ０ ６
（南方等）

１７４ １１１ ３ ２８８合 計
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平成31年１月31日現在

シベリア・モンゴル地域 その他地域 合計
北海道 16 0 16
青　森 9 0 9
岩　手 3 1 4
宮　城 7 1 8
秋　田 3 0 3
山　形 7 0 7
福　島 5 0 5
茨　城 4 0 4
栃　木 1 0 1
群　馬 5 0 5
埼　玉 5 0 5
千　葉 0 0 0
東　京 8 0 8
神奈川 2 0 2
新　潟 4 0 4
富　山 1 0 1
石　川 5 0 5
福　井 0 0 0
山　梨 2 0 2
長　野 7 0 7
岐　阜 1 0 1
静　岡 3 0 3
愛　知 3 0 3
三　重 4 0 4
滋　賀 0 0 0
京　都 1 0 1
大　阪 7 0 7
兵　庫 4 0 4
奈　良 0 0 0
和歌山 0 0 0
鳥　取 0 0 0
島　根 3 0 3
岡　山 1 0 1
広　島 4 0 4
山　口 2 0 2
徳　島 1 0 1
香　川 1 0 1
愛　媛 4 0 4
高　知 1 0 1
福　岡 4 0 4
佐　賀 0 0 0
長　崎 1 0 1
熊　本 3 0 3
大　分 1 0 1
宮　崎 2 0 2
鹿児島 6 0 6
沖　縄 1 0 1

合 計 152 2 154

第29　ロシア連邦政府等から提供された抑留者関係資料の調査（平成30年度特定数）

都道府県名
特定数
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